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性能規定化に基づく建設コストの有効活用を目的に,改訂された道路橋示方書では一定の条件下におい

て水平変位制限を緩和する杭基礎設計法の規定が新たに追記された.本報では,その規定に基づき,土木建

設実務者の立場から北海道で新たに採用した道路橋橋脚鋼管杭で許容水平変位量を杭径4%まで緩和した設

計施工法を示し,現場杭水平載荷試験によりその妥当性を実検証した成果を報告する.その際,水平載荷試

験結果に対する地盤反力特性の考察は,杭の変形レベルに応じた弾性解析および弾塑性解析によった.その

結果,建設コスト縮減を目指した新技術の土木建設技術として,本設計手法の現場条件に応じた有用性を確

認した. 
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１．はじめに 

 

橋梁設計法において,設計施工法の多様化に伴う

ライフサイクルコスト（LCC）や建設コスト競争力

向上の配慮から性能照査型基準が導入された.基礎

構造物の設計においても,性能規定化に基づく建設

コスト縮減を目的に,平成14年3月に改訂された道路

橋示方書Ⅳ下部構造編1)(以下 道示)では,一定の

条件下において水平変位制限を緩和する杭基礎設計

法の規定が追記された. 

 そのため,新たな土木建設技術の有効活用として,

杭許容水平変位量の考え方および北海道開発局で要

領化した杭許容水平変位量を杭径4%まで緩和する橋

脚鋼管杭設計の運用規定を整理した. 

本報では,杭許容水平変位量の制限を緩和した設

計法を以下の手順で検討した。 

①設計法の基本的考え方の整理 

②設計運用規定の策定 

③実杭の水平載荷試験 

④試験値の弾性解析および弾塑性解析 

許容水平変位量を緩和した杭設計法は,あくまで

も杭に過度の残留変形が残らない範囲の地盤反力が

適用範囲となる.そのため,設計法の妥当性は,現場

において実杭の水平載荷試験を実施し,設定した設

計地盤反力を載荷試験から得られた実地盤反力と対

比し検証した. 

２．杭許容水平変位量を緩和した杭設計手法 

 

（１）杭許容水平変位量の定義 

杭基礎における許容水平変位量は,上部工から決

まる許容水平変位量と下部工から決まる許容水平変

位量に分類される.このうち,上部工から決まる杭許

容水平変位量は,上部構造の機能を損なわないため

の限界の変位量であり,一義的に決定するものでは

なく上部工形式や規模により変化する.一方,下部工

から決まる杭許容水平変位量については,基礎構造

物の剛性を確保し工学的に安定な状態に保ちつつ有

害な残留変位を防止するために制限する変位量と定

義される.つまり,杭基礎の許容水平変位量は,常時,

暴風時,レベル1地震動において過度の変形とならな

い範囲内に設定することが妥当である. 

 ただし,軟弱地盤中などに設置される杭基礎の設

計では,道示に統一的に規定されている杭径1%の許

容水平変位量のみを満足するように杭剛性を確保さ

せた場合,杭体応力や支持力に著しい余裕が生じ経

済性が損なわれるケースがある.このような杭基礎

にあっては上部工構造の機能と安全性を考慮した水

平変位量の許容値のみを規定し,設計地盤面におけ

る杭の変位量は特に規定せずに杭前面の水平地盤反

力の塑性化を考慮する弾塑性解析による設計法の適

用が考えられる. 

 既往の研究成果では,一般的な杭水平載荷試験の 
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図-１ 杭頭残留変位ysの急増点 

 

実施結果の各載荷サイクルの徐荷後の杭頭残留変位

量ysと除荷前の杭径Dに対する杭頭変位量yの比率

（杭頭ひずみy/D）の関係は,図－１に示すようにあ

る変位レベルを境界に杭頭残留変位量ysが急激に増

加する傾向を示すとされている2)。そのため,この

残留変位量の急増点より杭頭の変位量を小さく,す

なわち許容水平変位量を抑えれば基礎の過大な残留

変位を防止することが可能となる.水平荷重に対す

る杭頭変位量および残留変位量の関係については,

多数の杭水平載荷試験結果に基づき杭種別に整理さ

れている.この成果に基づき,地盤相対密度のヒスト

グラムとys/Dの関係を杭種別の度数分布で表したの

が図－２である3).この度数分布は対数正規分布に

比較的適合する結果である.図によれば、杭頭残留

変位量ys/杭径Dの平均値は,鋼管杭で4.1%,PC・PHC

杭で3.7%,場所打ち杭で1%強程度である.場所打ち杭

のys/Dが非常に小さいのは,水平抵抗が低下すると

いうよりもむしろ杭体のひび割れ発生が降伏点の判

定に影響を与えているためと考えられる. 

 これらの成果より,改訂前の従来道示では杭許容

水平変位量は安全側の統一した指標として杭径の

1%(≦15mm)一定としている.また,杭基礎の挙動を弾

性領域から塑性領域にわたり表現する際に基準とな

る水平変位量（基準変位量）は,弾性限界を示すと

考えられる許容水平変位量と同等値として扱ってい

る.このように,杭基礎の種類に関係なく許容水平変

位量を一定とすることは一見合理的であるが,一部

については過小評価になる場合もある.そのため,新

たな土木建設技術の有効活用として杭種条件に応じ

た適正な許容水平変位量を設定する必要がある. 

 

（２）杭許容水平変位の設計緩和規定 

 前記の既往成果を踏まえ,平成15年度より北海道 

 
 

図-２ ys/Dの度数分布3) 

 

開発局  道路橋設計施工要領4)（以下 要領）では,

杭応力と杭反力に著しく余裕がある場合の以下の現

場条件下で,常時、暴風時およびレベル1地震時に対

する杭の水平変位量の制限値つまり杭許容水平変位

量を,橋脚の鋼管杭基礎に限り杭径の4%まで緩和す

るよう規定した5). 

 

 

①比較的軟弱な地盤 

（表層深さ1/β程度までの地盤平均N値10 

程度以下、また液状化の可能性のある 

地盤） 

  

②レベル１地震時において杭体が弾性体とし

て扱える鋼管杭 

 

      

なお,この設計規定の運用は以下のように扱う. 

a)鋼管杭のみを4%許容水平変位量とする事由 

 鋼管杭は他の杭種に比べ曲げ剛性が小さく,許容

水平変位量を杭径の1%または15mmに抑えた場合,支

持力および杭体応力に余裕があるにもかかわらず下

部工の規模が決定してしまい不経済となるケースが

多く生じる.また,杭水平載荷試験の統計的な検討3)

によれば,PC杭,PHC杭についても設計許容水平変位

量を見直すことも可能となるが,PC杭,PHC杭の試験

検証事例は必ずしも多くなく,設計規定は鋼管杭の

許容量の見直しのみとする. 

b)橋脚設計で運用する事由 

 道示によれば,水平変位の制限の緩和を適用する

のは,地盤抵抗の非線形性を考慮して照査する橋脚

の杭基礎のみとしている.これは,杭変位量に関わる

基礎安定設計が,橋脚を主体した地震時保有水平耐
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力照査法に基づき決定されるためである.そのため,

この規定は橋脚設計での運用とし,杭断面力,杭頭反 

力および変位に関する設計照査は,杭と地盤の特性

を適切に考慮し,条件に応じ杭基礎を非線形性の地

盤反力モデルで実施する1). 

c)設計水平地盤反力係数K値の設定 

 地盤工学理論に従えば,杭変位の変動に応じ地盤

反力は変化する.つまり,杭（許容）水平変位量は大

きくなるに従い水平方向地盤反力係数K値は低下す

ることになる.ただし,鋼管杭の許容水平変位量4%の

緩和は,あくまでも杭の残留変位が過大とならない

弾性挙動の範囲内を条件に設定されたものである.

また,変位が大きくなる場合の杭設計は上層に塑性

域を設定した複合地盤反力法により行なわれ,地盤

反力は塑性域との境界面以深の弾性域に設定される

ことから,道示において基準変位量（杭径の1%相

当）に対して算定される現行の水平方向地盤反力係

数K値を,許容水平変位量を4%とした設計でそのまま

運用しても実用上問題ないものと判断される.今後,

本設計法を条件に従い新技術として運用することに

より,合理的かつ経済的な杭基礎設計が可能となる

と考える. 

 

３．杭水平載荷試験の検証 

 

（１）現場概要 

要領規定の条件に従い,新たな土木建設技術とし

て杭の許容水平変位の制限を緩和する設計法を採用

した橋梁は,北海道開発局管内 道央圏連絡道路 

篠津運河橋である.篠津運河橋は橋長L=249.6mの橋

梁で,上部工形式は７径間連続合成版鈑桁とし,従来

橋の多主桁に対し3主桁の合理化橋としている.ま

た,支承形式は従来方式の分散支承ではなく,橋脚6

点固定式の粘性せん断型ダンパーとした.下部工形

式については,軟弱地盤上の比較的長尺な支持杭基

礎とした.橋台および橋脚基礎には鋼管杭（杭径φ

800mm）を採用しているが,P-1～6の6基の橋脚鋼管

杭は杭反力・本体応力に大きく余裕をもつことから

杭許容水平変位量yを杭経4%(y=32mm=φ800mm×4%)

まで緩和する設計法を採用した. 

本設計法の採用により,従来設計法に対し,各橋脚

基礎で杭本数を概ね1列減らし下部工躯体を縮小す

ることができるため,全体下部工施工費を15%程度

（工事費5000万円）削減するが可能となった. 

当該箇所の地盤柱状は,地表面から深度30～40m付

近まで軟弱な沖積の泥炭層Ap1,Ap2・粘性土層

Ac2,Ac3および緩い砂質土層As3が厚く堆積してお

り,支持層はそれ以深のN値 = 40以上のDs（砂質土 

 
 

図-３ 橋脚構造図・土質柱状 

 

 
 

写真-１ 鋼管杭打設状況 

 

層）が対象である.代表的な土質柱状として現場杭

水平載荷試験を実施したP - 2橋脚位置のボーリン

グ図を杭諸元（杭径φ800mm,板厚t=16mm,杭長

L=40m,杭本数n=20本=4行×5列）と合わせて図-３に

示す.杭施工はWH=10ton油圧ハンマによる打ち込み

工法とし,杭先端にはフリクションカットのための

補強バンドを設置した（写真-１）.P-2橋脚位置の

土質柱状は28ｍ位置に砂層の中間層が存在するが, 
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表-１  P-2橋脚の設計杭地盤反力 

 
地盤 

種別 

層厚 

(m) 

平均

N値

(回) 

変形 

係数 

E(kN/m2) 

水平地盤

反力係数

k(kN/m3) 

地盤反力

上限

Pu(kN/m2)

粘性土 

Ac2,Ac3 
14.11 0.3 635  2827 62.0 

砂質土 

As3 
7.73 8.0 4600 20478 1756.7

粘性土 

Dc1 
8.78 9.6 69800 31073 1316.7

シルト 

Dc1,Dp1 
1.23 18.4 12800 57338 739.3 

砂質土 

Ds4 
2.18 49.4 58100 258644 8498.9

粘性土 

Dc2 
4.21 17.2 16500 73453 810.5 

砂質土 

Ds5 

1.76 49.9 41600 1815191 9889.9

杭水平抵抗の関与範囲1/β=上層粘性土 深さ6.18ｍ 

1/β区間の地盤定数 

変形係数Eo=699 kN/m2、水平地盤反力係数k=2070 kN/m3 

 

2m程度と薄く支持層に不適と判断した.また,当該の

杭設計では,土質性状から液状化層に対しては低減

係数DEを乗じた地盤定数を設定した.また,圧密対象

層では負の周面摩擦力NFを考慮した設計を行っ

た.P-2橋脚の杭地盤反力に関する主たる現設計条件

を表-１に示す. 

 

（２）弾塑性解析 

 杭許容水平変位の緩和はレベル1地震動（震度

法）設計で適用され,橋脚鋼管杭の杭諸元は変位法

解析で決定する.ただし,橋脚設計ではレベル2地震

動についても照査を必要とすることから,地震時保

有水平耐力法6),7)の設計検討を行った.その際,杭許

容水平容変位量を杭径4%まで緩和したことから,変

位レベルに応じて杭頭から地盤反力を最大受働土圧

に置き換える弾塑性解析を行った.解析上,地盤抵抗

の非線形性を考慮したラーメン構造とした杭基礎を

モデル化した1)（図-４）. 

その際,杭の軸方向の抵抗は,地震時保有水平耐力

法に用いる杭軸方向バネ定数KVEを初期勾配として,

鉛直支持力の上限値PUNおよび引き抜き力の上限値

PTU を定めた.また,杭水平方向の抵抗特性は,杭水平

変位量を緩和した弾塑性解析として水平地盤反力度

を上限値PHUとした図-５に示すバイリニア型に設定

した.鋼管杭本体については弾性体として照査した。

その結果,図-３に示すP-2橋脚鋼管杭の設計照査で

は,杭頭反力および本体応力に一定の余裕を確保さ

れ,水平地盤反力特性に支配された震度法設計にお 

 

 

図-４ 杭解析モデル図1) 

 

 

 
 

図-５ 杭の水平方向抵抗特性1) 

 

いて橋軸方向の地震時杭頭水平変位量（実設計杭水

平 地 表 面 変 位 量 y=28.7mm ＜ 許 容 水 平 変 位 量

32mm=φ800mm×4%)により橋脚鋼管杭基礎の安定性

が決定している. 

 

（３）杭水平載荷試験法 

 杭許容水平変位量を緩和した設計法の妥当性,特

に水平地盤反力特性を照査する目的で,P-2橋脚鋼管

杭において杭水平載荷試験を実施した（写真-２）.

現場杭水平載荷試験法は,地盤工学基準「杭の水平

載荷試験方法・同解説」8)に準拠した荷重制御に

よる多サイクル方式の静的正負交番載荷法とした.

計画最大荷重Hmaxは杭地表面水平変位量yが杭径

4% の y=32mm(φ800mm×4%) ま で を 想 定 し た

Hmax=300kN程度に設定した.試験は杭打設時の地

盤の乱れによる地盤反力の回復を考慮し,杭打設 
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図-６ 水平載荷試験のLogH～Logyの関係 

 

 

 
 

写真－２ 現場杭水平載試験の実施状況 

 
後2週間後に実施した.試験杭は代表的位置の橋脚

中央の杭とし,隣接杭（正側2本・負側2本）を反

力とした.試験杭にはひずみゲージは設定してい

ないが,試験時に得られる水平荷重H～杭地表面水

平変位量y,傾斜角θ,残留変位量ysの関係から設

計値と対比した地盤反力特性が検証される. 

 

４．杭の水平載荷試験結果 

 

P-2橋脚鋼管杭で実施した現場杭水平載試験の結

果得られた水平荷重LogH～杭地表面水平変位量Logy

およびH～y,杭残留変位量ys,杭弾性戻り量yb 曲線

の関係を図-６,図-７に示す. 

交番水平載荷方式のため,Rightジャッキ作動時と

Leftジャッキ作動時の2種の水平荷重H～杭地表面変

位量yのデータが得られる.図-６に示す杭水平変位 

 
 

図-７ 水平荷重H～杭地表面水平変位量y、杭残留変位量

ys、杭弾性戻り量yb曲線 

 

量yは載荷点位置(高さh=50cm)の処女水平荷重時の

値であるが,LogH～Logyは直線的な関係を示してお

り最大水平荷重に至っても地盤の降伏（極限水平抵

抗）には至っていないと判断された.Rightジャッキ

作動時とLeftジャッキ作動時交番載荷のLogH～Logy

の関係はほぼ合致しており,現場試験の再現性に問

題はないと考える.その結果,Rightジャッキ作動時

の最大水平荷重HR=299.1kNに対し杭地表面水平変位

量yR=36.32mm,Leftジャッキ作動時の最大水平荷重

HL=269.0kNに対しyL=35.90mmとなった.また,各水平

荷重時の杭頭傾斜角θを定置型傾斜計(KB-10E)で

計測したが,杭地表面水平変位量と同様に水平荷重

に対し比例的な増加関係を示した. 

図-７に交番水平載荷によって得られたサイクル 

毎の杭地表面水平変位量yの関係を示した.この特

性曲線から荷重に対する杭復元力が確認された.特

性曲線では,面積比を検討することで杭の耐震性を

検証するための履歴減衰定数などが得られる.また, 

残留変位量ysについては,水平荷重が大きくなるに

従い増加の傾向を示すが最大値でys=8～10mm程度

である.LogH～Logyが直線的な関係であることや杭

弾性戻り量ybが残留変位量ysを上回る結果から,杭

は弾性挙動内にあると判断される.杭水平載荷試験

では本杭を用いているため,杭径4%のy=36mm程度ま

での水平載荷としているが,その後の水平荷重増加

に伴い水平地盤反力は徐々に弾塑性領域に移行し

ていくものと想定される. 

 

５．試験結果の検証 

 

（１）弾性地盤反力法 

原位置における水平地盤反力特性を確認するため 
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図-８ 杭変位量y～逆算k値の関係 

 

 

 

表-２ 弾性地盤反力法で算定した逆算k値 

 

K①(kN/m3) 

y=32mm変位時 

K②(kN/m3) 

y=15mm変位時 

K③(kN/m3) 

y=8mm変位時 

4900 8100 12100 

 

(1)式で示す弾性地盤反力法により,水平載荷試験で

得られた水平荷重H～杭地表面水平変位量yの関係を

用いて水平地盤反力係数K値（逆算K値）を算定した. 

 

y=H/(2EIβ3)             (1) 

 

 ここに,特性値β=4√(KD/4EI),y:杭地表面水平変

位量(mm),H:水平荷重(N),D:杭経(mm),E:杭ヤング係

数(N/mm2),I:杭断面二次モーメント(mm4)である. 

 各水平変位レベルに対する逆算K値の関係を図-８

に示す.その結果,①本設計での緩和許容水平変位量

杭径4%(=32mm),②従来設計の許容水平変位量

(15mm),③基準変位量杭経1%(8mm)に相当する水平地

盤 反 力 係 数 K 値 は , そ れ ぞ れ K①=4900kN/m3 ・

K②=8100kN/m3・K③=12100kN/m3と算出される（表

－２）.これらは,変位レベルに応じ概ね地盤反力

P=K・y-1/2の関係にある。 

 原位置の孔内水平載荷試験により確認された実地

盤変形係数Eoより,道示に示された(2)式から地盤変

形を弾性領域内として扱った場合の設計水平地盤反

力係数Khを算定する. 

 

Kh=Kho(BH/0.3)-3/4       (2) 

 

ここに,基準水平地盤反力係数Kho=αEo/0.3,換算 

      
 

図-９ 複合地盤反力法モデル 

 

載荷幅BH=√(D/β),Eo:地盤変形係数(kN/m2),α:推

定係数である.当該の現場地盤において,杭の水平抵

抗の関与範囲とされる1/β区間(深さ6.18ｍ)の粘性

土層の孔内水平載荷試験の平均変形係数は

Eo=699kN/m2である. 

そ の 結 果 ,(2) 式 よ り 水 平 地 盤 反 力 係 数

Kh=2070kN/m3が算定される.この値に対する水平載

荷試験から算定されたK①・K②・K③は,2.4～5.8倍

の値を有している.道示によれば(2)式より算出され

る水平地盤反力係数Khは弾性領域内の基準変位量に

相当するものであることから,微少変形内の試験値

K③=12100kN/m3 と 対 比 (5.8 倍 = 試 験 値

K③=12100kN/m3/設計値Kh=2070kN/m3)することにな

る.その結果,弾性地盤反力法として設計を照査した

場合,現場杭水平載荷試験の実施により,静的レベル

において杭水平支持機構上有利となる地盤反力特性

が検証されたものと考える. 

 

（２）複合地盤反力法 

 当該の橋脚鋼管杭は,杭変位量の緩和条件に従い

非線形性を考慮した複合地盤反力法により設計され

ている.複合地盤反力法の基本モデル図を図-９に示

す.複合地盤反力法の設計法は,杭頭荷重・変位レベ

ルに応じ地盤反力Pが極限抵抗土圧強度Pu1-2に達し

た後,上層地盤に塑性域を設定し,それ以深は弾性域

として境界条件を定める手法である.P-2橋脚の現設

計における地盤種別の地盤反力上限値は表-１に示

す. 

 境界以下の弾性域の水平地盤反力係数Khを一定し

て扱う完全弾塑性法では,地盤を深さξまでの塑性

域とそれ以深の弾性域に分割し,杭頭外力Ht,Mtに対 
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図-１０ 各水平載荷重レベルの水平地盤反力 

 

する釣り合いは以下の式(3),(4)で表される. 

 

Ht=Q(h+ξ)=－D(Pu1+Pu2)ξ/2  (3) 

 

Mt=R(h+ξ)=－D(2Pu1+Pu2)ξ2/6 (4) 

 

この際,塑性反力と弾性反力が等しくなる深さξの

境界面は,(5),(6)式の杭水平変位量yoおよび地盤反

力Poが満足するようξを逐次変化させて設定される. 

 

yo=1+βho[Ht+Q(h+ξ)]/(2EIβ3) (5) 

 

Po=Kh・yo=2β(1+βho)[Ht+Q(h+ξ)]D (6) 

 

ここに,ho=[Ht(h+ξ)+Mt+R(h+ξ)]/[Ht+Q(h+ξ)] 

Q:せん断力(kN),R:モーメント(kN-m)である。 

 上記手法は複合地盤反力法の基本的な考え方であ

るが,当該の原地盤は多層系であることから,現設計

に対し水平載荷試験の各水平荷重を想定した場合に

は水平地盤反力分布は図-１０に示す形状となる.概

ね水平荷重H=80kNを境界に塑性域が発生し,その後

の水平荷重の増加に伴い塑性化領域が徐々に下層に

及ぶ傾向を示す.  

非線形性を考慮して設計した水平荷重Hに対する 

杭頭水平変位量yの関係を,水平載荷試験値(Right

ジャッキ側)と合わせて図-１１に示した.非線形の

荷重・変位曲線は、複合地盤反力法に則り荷重レベ 

 

 
 

図-１１ 非線形性を考慮した水平地盤反力係数 

 

 

表-３ 弾性地盤反力法と複合地盤反力法で 

算定した逆算k値の比較 

 

K①(kN/m3) 

(y=32mm変位時) 

K④(kN/m3) 

(y=32mm変位時)

 

4900 1600 

 

ルに応じた塑性域深さを考慮して算定したものであ

る.図中には,線形弾性解析として試算した割線も示

したが,杭地表面水平変位量y=15mm以上で当該地盤

の非線形性が表れていることが分かる.このため,前

項の弾性解析で設計値と対比してK③=12100kN/m3は

線形内として扱える水平地盤反力と考えることがで

きる.非線形域における設計地盤反力と水平載荷試

験から得られた実測地盤反力の対比は,現設計の変

位法計算で算定された実際の設計杭水平変位量

(ymax=28.7mm)を考慮すれば,杭径4%の許容水平変位

量32mmに対しておこなうのが妥当と考える.その結

果,非線形設計におけるy=32mm相当の等価バネとし

て扱った設計水平地盤反力係数K④=1600kN/m3と算

定 さ れる . こ れ に対し 水 平載荷 試 験の実 測

K①=4900kN/m3であり,実測値は設計値の約3倍程度

の地盤抵抗を有したことになる（表-３）.これは, 

当初設定された設計地盤反力がさほど大きくないこ

とも考慮すれば,線形域と同様に非線形域において

も過大でない範囲の水平地盤反力特性と考えられる.

また,3倍の地盤抵抗を有する実測K値を用いた耐震

性を照査した結果,レベル2地震動作用時では軟弱地

盤の上層は塑性領域（受働土圧）となるため,現設

計に対し照査結果に大きな差異がない結果となった.

－189－



その結果,杭水平載荷試験の実施により,当該現場に

おける水平変位制限を緩和した橋脚鋼管杭の設計法 

の妥当性および有用性が概ね検証されたものと判断

する.  

 

６．まとめ 

 

 新たな土木建設技術として,水平変位制限を緩和

した橋脚鋼管杭設計法を実現場に採用した.その妥

当性を検証するための現場杭水平載荷試験成果から,

以下の知見が得られた. 

 

①水平変位制限を緩和した杭設計法により,下部工

諸元を縮小化できることから大きな建設コスト縮

減が可能となる.本設計法の採用は,既往の研究成

果より,橋脚の鋼管杭基礎に限り支持力・杭応力

に余裕がある条件で許容水平変位量を杭経4%まで

緩和するよう規定される. 

 

②杭水平載荷試験の実測杭地表面水平変位量yは,杭

径4%(32mm)相当時で杭残留変位量ysは最大値で

ys=8～10mm程度と小さく,当該の杭基礎の変形特

性は水平変位制限を緩和した杭設計法の運用条件

を満たす弾性挙動内にあると考えられる. 

 

③当該現場の杭水平載荷試験結果に対する弾性解析

から,基準水平変位量(杭経1%相当=8mm)の杭微少

変形内において,杭水平支持機構上有利と考えら

れる比較的大きな水平地盤反力（試験値

12100kN/m3/設計値2070kN/m3=5.8倍）が検証され

た. 

 

④現設計法である弾塑性解析から,非線形域の許容

水平変位量（杭径4%=32mm）において,静的な水平

地盤反力は実測値（試験水平地盤反力係数

4900kN/m3）が設計値（設計水平地盤反力係数

1600kN/m3）に対し,杭水平抵抗として有利に作用

する過大でない範囲の約3倍程度の水平地盤反力

特性を示した.この実測水平地盤反力を用いたレ

ベル2地震動照査では杭基礎耐震上問題ない結果

となった. 

 

本現場における杭水平載荷試験成果に対する弾性

解析および弾塑性解析を適用した地盤反力特性の考

察より,実地盤反力は設計値を確保しており当該現

場における水平変位制限を緩和した杭基礎設計法の

妥当性が検証された.今後、土木建設技術の有効活

用として本設計法が現場条件に応じ活用されていく

ものと考える. 

 

７．おわりに 

 

基礎構造物設計法は性能規定基準の実施に伴い、

今後新工法・新技術が広く活用されていくものと考

えられる.本報では新技術として杭水平変位制限を

緩和した設計法を採用した現場検証事例を紹介した

が,今後も現場条件を考慮した的確な設計・施工法

を実施していくことが重要と考える.また,本報で検

証した水平地盤反力の非線形は,地震時保有水平耐

力法で用いるバネ特性も考慮したが主に静的レベル

の考察であり,今後基礎杭の耐震性を考慮した非線

形の動的水平地盤反力特性についても検証していく

必要がある. 

なお,各機関において,PHC杭3%・SC杭（外殻鋼管

付きコンクリート杭）で4%まで杭水平変位制限を緩

和する設計法の研究が押し進められている.それら

の現場採用に当たっては一定の実検証をおこなうこ

とも重要と考える. 

最後に,現場試験に実施協力して頂いた北海道開

発局 札幌開発建設部の関係各位に謝意を表す. 
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